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　グ ロ
ーバ リズ ム とそ の 浸透は ，世界経済との よ り深 い 連結 と経済ネ ッ トワ

ー
ク の 十全化を各国経

済に要求 して い る．こ の こ との 緊要性 は ， 対外経済交流抜きに は こ れ ま で の 経済発展 を考 え る こ と

が で きない 東南ア ジ ア 地域経済お い て ま さに重要な意味を も っ て い る．か つ て の ア ジア NIEs が そ

うで あっ た よ うに，
一

方で 先進地域経済との 分業関係 を前世紀同様 ， 維持 しな が ら，東南 ア ジ ア 諸

国 が そ の 経済ネ ッ トワ
ーク の 十全化 の

一
環 と し て こ れ ま で醸成 させ て きた 生産力や技術力を背景に，

南側 諸国 と の 貿易や経済協力 を拡大す る 可 能性 は 大 い に あ る．本稿 で は，こ うし た視点 か ら，環 イ

ン ド洋地域にお けるア ジ ア 対 ア フ リカ 両地域経済交流の 高 ま り とそ の 意味に つ い て検討 して い る．

そ こ で は，主 と して貿易関係 に 焦点をあて ，環 イ ン ド洋 とい う現時点 で は 未知数 に 満 ちた新たな地

域経済圏 の 形成の 可能性 を検討す る．そ の 過程で ，1997年に 設立 され た 環 イ ン ド洋地域協力連合

（10R−ARC ）設立 の 経緯 と今後 に つ い て も言及 し，同地域経済圏形成 の 意義 として ，グ ロ
ーバ リズ

ム とリ
ージ ョ ナ リズ ム の 共存を可能 に す る 「地域経済圏 の 複層化 」 に よ る 「開 か れ た 地域主義」 と

い う概念を提起す る，

キーワード ； 環イ ン ド洋地域協力連合、グロ
ー

バ リゼーシ ョ ン 、リージ ョ ナ リズ ム 、地城経済圏の 複層化

　　　　　　IOR ・ARC ，　Globalization，　Regionalism，
　Multiple　Layer’ization　of　Regional　Economic　Area

は じめに

　戦 後 ，開 発 途 上 国 の 経済開発 は 南北問題 で あ る と認

識 され ， また議論 され て きた．近年 ア ジ ア NIEs や

ASEAN を は じ め とする
一

部の 途上国が急速 な経済発

展 をとげ，そ の勢い が先進地域の そ れ を凌駕す る よう

に な り，こ うした 問題設定や議論 自体が あ ま りなされ

な くな っ た．しか し現実 に は そ うした途上国の 経済的

な成功と持続 が 北側先進国 と の 経済交流抜き に は到底

考え ら れ ない とい う点 で ，南北問題 は依然存在し て い

る の だ と もい え る．東南ア ジ ア，ア フ リカ 両地域経済

に お い て もま さに こ う した 先進地域経済 へ の 依存構造

が 今な お 顕著で あ る．

　先進国を含め た 世界各国 が 自国 の 財市場や金融市場

を自由化や国際化 を通 じて 国際市場 に 連結 させ ，日々

その 影響を受 けて い る今 日の 国際経済社会に お い て，

その 経済構造 の 依存性や従属性 の 是非 を論ず る こ と自

体 に どれ ほ どの 意味 が あるの か は不確 か で はある．し

か し後に み る ように ア ジア 開発途上国の 輸出額の お よ

そ半分，ア フ リカ 諸国 に い た っ て はそ の 7割以 上 が 日

本，北米，西 ヨ ーロ ッ パ と い う三 つ の 先進地域経済と

の 貿易に集約され る とい う現状は ， 貿易政策 に 限 らず

こ れ ら途 上 地域 の 開発政策と そ の 選択肢 を確実 に制約

して き た とい え る．

　東西冷戦 の 終結は 国際経済社会 とそ の 相 互 経 済交流
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に おける政治的障害を大幅に緩和 して きた。結果，理

論経済学 の 教科書が教える市場 メ カ ニ ズ ム に よる資源

の 最適分配論を待っ ま で もなく， 全世界的な市場化 と

自由化 の 波は ，グロ ーバ リ ズ ム の 潮流 と して ，世界各

国の 経済相互依存性 を高め て きたとい える．ボーダ レ

ス 化 と呼ばれ る そ うした状況 の 下 で は，各国 とも市揚，

資源，生産要素 をめ ぐ る全方位的な経済機会 の 獲得に

日夜 し の ぎ を 削 ら なければな らな くなっ て きた．い わ

ゆる 「大競争 の 時代」 （Age 　of 皿 ega
−
competition ）

の 到来 で あ る．

　こ うした認識 の 全世界的な高ま りは，そ の
一

方 で
，

WTO （世界貿易機関）や IMF （国際通貨基金）な ど

既存の 国際経済秩序 の 再構築とい うグ ロ ーバ ル な議論

を再活性化 させ る と同時に，他方 で は 各国を し て 自国

経済の 自由化や国際化の 成果 を ， そ うした グ ロ ーバ ル

な ス テ
ージにおける交渉だけで実現 して い くの で はな

く，よ り実効性と 即効性 の 高い 地域大 で の 協定や交渉

を通 じて，先行的に結実させ よ うとする新たなリ
ージ

ョ ナ リズ ム を 生 み 出 しっ っ あ る．結果 と して ，グロ
ー

バ リズ ム の 潮流が強 くなればなるほ ど，そ れを先導 し，

あ るい は補完 （強）す る 意味 で の リ
ージ ョ ナ リズ ム の

動きが活発化する とい うある種パ ラ ドッ ク ス に も似 た

状況が 生 ま れ つ つ あ る．

　 NAFTA （北米 自由貿易協定）や MERCOSUR （南

米南部共同市場），そ して AFTA （ASEAN 自由貿

易地域）な ど地域大 で の 新たな自由化 交渉や協定が 世

界 の あちらこ ち らで 散見 され るよ うに な っ た．さらに

は，EU （欧州連合）統合の 進 展 と加 速 ， そ して APEC

　（ア ジァ 太平洋経済協力会議） の 実質的な 自由化交渉

の 場 へ の 変容 と， 新設．既存を問わず地域経済圏 （組

織）の 再定義 が一
つ の新 しい 流れ となっ て きて い る．

こ う した新た な地域主義の 動きを単に こ れま で の よう

なグ ロ ーバ リズ ム 対 リ
ージ ョ ナ リズ ム とい う脈絡 で も

っ て 把握する こ とは もはや適 当でな い よ うに思わ れ る．

　本稿で検討 して い く環イ ン ド洋地域も当然こ うした

国際経済環境の 変化と無縁で はな い ．「大競争 の 時代 亅

におけるグ ロ ーバ リズ ム の 潮流の 中で，今後 い か に し

て 自国 の 経済開発政策とそ の 選択肢を増や し， 安定的

な経済発展経路 へ の 自立 性 を高 め て い くか が 求 め られ

て い る．そ して そ の こ とは東南ア ジア 地域だけで なく，

1990年代前半 に 国際経済社会に再連結 された南ア フ

リカやイ ン ド経済，ひ い て は こ うした地域大国とそ の

動 向に 大きく影響 され る で あろ うイ ン ド洋周辺諸国の

今後 にとっ て きわ め て重要な課題 で あ る．

　次節以降で は ，まず これま で の イ ン ド洋地域の 経済

交流 の あ り方 を歴史的な素描も含め概観 した上 で ，ア

ジア，ア フ リカ 両地域経済の 先進地域経済 へ の 依存度

の 高 さに つ い て述べ ，そ の後 1990年代以降の 両地域経

済交流が相対的に 高ま りつ つ ある こ とに つ い て 見 て い

く．最終的 に は，両地域経済交流フ レーム ワーク の
一

つ の 試 み と して の 環 イ ン ド洋地域経済圏 の 形成 とそ の

可能性に つ い て言及 し て い くこ とにす る。

1． こ れまで の環イ ン ド洋地域経済 と域内経済交流

（1） イ ン ド洋 と環 イ ン ド洋交易

　太 平洋，大西洋 とともに世界の 三大洋 の
一

っ として

数 え られ る イ ン ド洋地域は ，海域面積お よ そ7，340 万

1  ，東 は東南ア ジ ア から，西 は東ア フ リカ ， 北 に 南 ア

ジ ア や中東諸国な ど37力国 （イ ン ド洋に 面 し て い る

国）
1）
の 地域諸国を有 して い る．海域面積 こ そ他 の 二

つ の 海洋
2）
に 比 べ 劣るもの の ，そ の 面積 はア メ リカ合

衆国の お よそ 8 倍弱 の 広 さに 匹敵する．また石 油 ・天

然ガ ス な どの 地下資源，エ ビや魚介類，砂利 をは じめ

とする海洋資源 の 宝庫 で もあ り，ア ジア と ヨ
ー

ロ ッ パ

を結ぶ海洋 として，年 間約 18万 隻 の 船舶とタ ン カ
ーが

往来する世界海運 の 要所 で ある．

　歴史的には，北京 ・オ デ ッ サ （現在 の ウクライナ）

間 を結 ん だ ス テ ッ プロ
ー

ドや洛陽・ア ン テ ィ オキ ア （現

在 の トル コ 〉 を結ん だ シ ル ク U 一
ドとならび ，

広 州を

は じめ とす る 中国南部 （時には 日本〉か ら現在の ア レ

キサ ン ドリア （エ ジ プ ト）に 至 る沿岸海路を結ん だ 「海

の 道」
3）
と して 知 られる

一
大海洋交易 が BC4 世紀か ら

15世紀の 大航海 時代 の 到 来 に よ る ヨ ーロ ッ パ の 本格

的な進出 ま で盛ん に 行われ て い た．こ の 交易 の 中心地

こ そ西 ア ジア と東ア ジ ア の 中間 に 位置す る イ ン ドで あ

っ た．

　 こ の 海洋交易 の 特徴 は，シ ル ク ロ
ー

ドの よ うに 生産

地 と消費地 を単純に結ぶ 単線型 の 交易路で は なく ， よ

り短 い ロ ーカ ル な 交易路を結び付けたネ ッ トワ
ーク型

の交易路で あ っ た点にある．現実に ，イ ン ド洋交易は

イ ン ドの 東側 の ベ ン ガ ル 湾と西側 の ア ラ ビ ア 海をそ の

大きな分岐点 とし て ， 東西 に要所 となる港町を数多く

配置す る こ とで 構成され て い た．また中国南部 と西 ア

ジ ア を結ぷ 交易は，季節風 を利用 して ケ ニ ア，タ ン ザ

ニ ア，モ ザ ン ビー
クな ど東 ア フ リ カ地域 へ も連結され，

遠く中国や東ア ジア 産 の 布 ，陶磁器，ビーズ とア フ リ

カ産の 金銀，象牙，香辛料の 交易が盛 ん に行われ て い

た の で あ る
4）
．
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環イ ン ト洋 地域経済圏の 形 成 とそ の 意義 に つ い てil）

　 しか しな が ら15世紀以降，ヨ ー
ロ ッ パ 列強 が 大航海

時代 を向か え，ヨ
ー

ロ ．ッ パ 人 が それま で の 交易 の 主な

担い 手 で あ っ た 中国人やイ ン ド人，そ して ア ラブ人 に

取 っ て 代わ るようになるとイ ン ド洋交易はその 性格を

変 え て い く．新 大 陸の 発見 と そ こ か ら もた ら され る 大

量 の 金銀が ヨ
ー

ロ ッ パ に 購買力 をもた らし，ア ジア 産

品 へ の 需要を飛躍的 に 増大 させ た の で あ る．陸路 に せ

よ海路に せ よア ラ ビ ア 商人やイ ン ド商人 の 手を経ず，

ヨ ーロ ッ パ へ そ うした物産を運 ぶ こ との 利益 は膨大な

もの とな り，ま さに 当時の ヨ ーロ ッ パ 列強各国を して

貿易独占や 植 民 地化 を促す直接的な動機 とな っ た ，そ

の 結果 ア ジ ア の 優れた物産を新大陸か らの 購買力に

よ っ て ヨ ー
ロ ッ パ が消費する とい うヨ ー

ロ ・
／ パ 人 に よ

る ヨ
ー

ロ ッ パ 人 の ため の ワ
ー

ル ドシ ス テ ム に この イ ン

ド洋地域が 組み込 ま れ始 め た の で あ る
5）．

〔2｝ 環イ ン ド洋地域経済交流 の これまで （1990年代以前）

　表 1 は，環イ ン ド洋諸国 36力 国
・2 地域に っ い て ま

めた もの で あ る．英領イ ン ド洋地域 と仏領 レ ユ ニ オ ン

を除 く36力 国 が 環 イ ン ド洋地域経 済諸 国 と して 存在

し て い る
6｝

．同表 か ら明 らか なよ うに ，オース トラ リ

ア，イ ス ラ エ ル を除け ば 同地域諸 国 はす べ て 開発途 上

国か ら構成 され て い る．ただそ の 発 展度は
一
様で な く

国民
一

人当た りの GNI （国民総所得）で み て も，シ ン

ガポ
ー

ル の 24，150   か らエ チオ ピ ア の 100 ドル ま で

そ の 経済格差や多様性は他 の 地域経済とは比べ られ な

い ほ どに著 しい もの があ る，また，ア フ リカ諸国を中

心 と して 歴史的に戦後独 立 した国 が多い こ とやイ ン ド

対 パ キ ス タ ン ，イ ス ラエ ル 対 ア ラブ諸国な どの 国家間

紛争や ソ マ リア，ス リラン カな どの 地域 ・民族紛争 を

抱え た 国が 多い こ とも同地域経済 の ネガ テ ィ ブな要素

として 指摘 され る こ とが多い ，本稿で は，直接的 に こ

れ らの 問題を論ず る こ とは しな い が
， 後 に み る環イ ン

ド洋経済圏の 形成と拡大にお い て，こ うし た政治的問

題 が 様 々 な形 で影響 して い る こ とは 否めな い ．

　 図 1a ，1b は 1997年 に おけるア フ リカ と日本 を除

くア ジア 発展途一ヒ地域 （以下，ア ジ ア 地域諸 国） の 輸

出先構成につ い て みた もの である．こ れ をみ て も明ら

かなよ うに，両地域経済 ともに 貿易上 日米欧 へ の 依存

度が 非常 に 強 い こ とが わ か る．例 え ば，ア ジ ア 地域諸

国で は，輸出 の 20．1％が北米，15，5％が西 ヨ
ー

ロ ッ パ ，

12．3％ が 日本 と な っ て お り ，
三 っ の 先進 地域 合計 で

47．9％ もの シ ェ ア が あ る．日本の 比率はやや低くなる

もの の ，ア フ リカ 地域 で もそ の 輸 出 先 と し て 西 ヨ ーロ

ッ パ が 49，6％，北米20，1％ とやは り先進地域経済 に大

き く依存 した輸出構造 と なっ て い る．両地域経済 の 顕

著 な違 い と して ア ジア 地域 諸国内 の 域内貿易の 高さ

（40．9％）が 見 て 取れ る （図 1b ） が，こ れ は 日本や

欧米諸国か ら の直接投資によ る 地域大で の 国際分 業の

結果 と して ，域内貿易 が 非常 に 活発 で あ る こ と を反 映

して い る．

　
一

方，ア フ リカ諸国は歴 史的 に 西 ヨ ーロ ッ パ を輸出

先とす る貿易パ タ
ー

ン で あ り，近年，域内貿易 自由化

や外資導入 も活 発 に 行 われ て は い る が，域内貿易は

7．3％ と ア ジ ア 地域 に 比 べ 依然そ の 水準 は 高 い と はい ・

えな い （図 1a），ま た 両地域経済関係 と し て の 輸出先

シ ヱ ア も構成比 か らみれば ，
ア フ リカ諸国に とっ てア

ジア 地域諸国 へ の 輸出は 7．0％を 占め る もの の ，ア ジア

地域諸国 に と っ て ア フ リカ へ の 輸出 は 全体 の 1．7％に

過ぎない ．こ の こ と は 両地域と も に資源供給 地と して

あるい は製造業品の 生産基地 と して ，先進地域経済に

組み込 ま れ た形の 経済構造が 長 く続 い て きた こ と の 証

左 で あ り，．結果 として，ア ジ ア ・ア フ リカ地域の 経済

交流 は非常 に小さなもの に留ま らざるを得なかっ たと

い え る．環イ ン ド洋 で の 地域間フ レ ーム ワークやそ の

ニ
ーズ が 生 ま れて こ なか っ た こ との 最大 の 理 由は ， 実

は こ うした両地域経済関係の 相対的な規模 の 小 ささに

あ っ た とい え る．
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表 1 ．環 イ ン ド洋諸国
一覧

国　 　　 　　 　名 面積 人 口 独 立 年 月 国 民総所 得 （GM ＞ 国民 L人 あた りαNl 貿易額・輸出 貿易 額
・輸入

千 km2 千 人 百万 ドル ドル 百万 ドル 百万 ドル

〔西 イ ン ド洋 島嶼 国〕

コ モ ロ
・
イ ス ラ ム 連 邦共和 国 2，2676L9757 189 350 u 73

○ マ ダガ ス カ ル 共和 国 5B7 且5，49719606 3，712 250 241 511

モ ル デ ィ ヴ共和 国 0．3278ig657 322 1，200 54 402

Q モ
ーリシ ャ ス 共和国 21 ，i7419683 4，157

．
　 　 　 3，540 L554 2，247

0 セ イ シ ェ ル 共和国 0．5 80 且9766 520 6F50D 図5 405

〔南ア ジア 地域｝

O バ ン グ ラデシ ュ人 民共 和 国 L44126 ，94719713 47，071 370 319L9 7，687

○イ ン ド 3，287986 ，6且 且9478 441β34 440 36β1D 4418臼9

○ ミヤ ン マ
∴

連邦 67745 ，05919481 ．．齟 齟L． 1，125 宮，301

パ キ ス タ ン ・イ ス ラム 共和 国 796 且34，51019479 62，9 互5 470 8，383 10，159

○ ス リラ ン カ 民 主社会主 義共和 国 66L9 ，D43194B 　2 L5，578 820 4し593 5，88違

〔東 南ア ジア 地 域〕

○イ ン ドネシ ア 共 和国 LgO5207 、43719458 125．043 600 48，665 24，004

0 マ レ
ーシ テ 33022 ，7［219578 76．944 3，3go 84，451 64，962

○ シ ン ガ ポール 共和国 0．63 ．89419658 95，429 24，150U4 ，691lH ，062

Q タイ王 国 51361 β05 一 L2LO51 ・
　　　 2，0LO 58，392 50，301

〔南
・
束 ア フ リカ 地域〕

○ ケニ ア 共和 国 58029 ，5491953L2 【0，696 360 聖，753 2，833

○ モ ザ ン ビーク共和 国 80217 ，29919756 3，804 220 268 L，恥61

Q 南 ア フ リカ 共和国 L22 止 43，054 一 133．569 3，170 25，9D1 25，890

0 タン ザ ニ ア 連 合 共和国 88432 ，793196L 　 12 8，515 260 542 1，553

〔ペ ル シ ヤ 湾 岸地域 〕

バ
ー

レ
ー

ン 国 o，766619718 4，gO9 7，640 ＊4．088 ＊ 3，588

○ イ ラ ン ・イ ス ラム 共和国 1，63362 ，746 一 113，729 L，810 22β91 16，274

イ ラク共和国 43822 ．450 一 ＊ 48，657 ＊ 2，．且70 ．，7 ．．．

ク ウェート国 182 ，10719616 ＊28、941 ＊ 17，390 12，218 7，6正7

O オ マ ーン 国 2122 ，460 一 【0齒578 4，82D ＊ 5，508 ＊5，682

カ タール 国 1158919719 7．448 H ，600 ＊3，752 ＊3．409

サ ウ ジア ラ ビ ア 王 国 2，【5019 ，895 一 L39，365 6，900 ＊ 50，760 ＊ 28．010

○ ア ラブ 首長国連邦 842 ，398197112 48，673 17、870 42，666 32，250

〔紅 海地域〕

エ リ トリア 国 1183 ，71919935 779 200 ＊ 66 ＊ 509

土ジ プ ト
・ア ラ ブ共和 国 LOOl67 、226 一 86，544 ［β80 3，559 L6，022

イ ズ ラエ ル 国 216 ，L2519485 99，574 16，310 25，794 33，160

ヨ ル ダン
・ハシ ミテ 王 国 986 ．4B219465 7，7L7 1，630 1β 32 3，7且7

ス
ー

ダン 共和 国 2，50628 ，8臼31956L 9．435 330 6L6 L988

0 イ エ メ ン 共和国 528L7 ，676 6．088 360 2，571 2，106

〔ア フ リ カ の 角地 城〕

ジブ チ 共和 国 236 四 19776 511 790 16 219

エ チ オ ピ ア 連邦民 主共和 国 L10461 ，672 一 6，524 100 417 1，401

ソマ リア 民 主共和 国 6389 ，67219607 ＊ 835 ＊ L20 ＊ go ＊ 346

〔オ セ ア ニ ア 地域 〕

O オ
ー

ス トラ リア 18，967 一 397，345 20、950 56，080 69」 58

〔その 他〕

英領 イ ン ド洋地域 7S 2

仏領 レ ユ ニ オ ン 2，510691

（資料 ）　『世界国勢図 会』 2001 年版

〔注） O 印は 【OR−ARC 加 盟国，数字 は原則 と して 1998 年 の も の ．た だ し， 「＊ 」 は 1990 年 の 数 値、
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環イ ノ ド洋 地域経済圏の 形成 とその 意 義に つ い て（1）

図 1a ア フ リカ の 地域別輸出先構成 （1997年）
　　　 　　　 総額 923 億 16 百万米  

（47 ％）

（73 ％） ア フ リカ

（70 ％）ア シア 途 上地域

（20 ％） 日本

（201

（94 ％）そ の他

（496 ％）西 ヨー
ロ ソ バ

図 1b．ア ジア 発展途上 地域の 地域別輸出先構成 （1997年）
　　　 　　　　 　　 総額 1 兆 580 億 78 万米  

（65 ％） その 他

（17 ％） ア

（409 ％）ア シ ア 途上地域

ヨ
ー

ロ ツ ハ

（201 ％）北米

本

IlaL コ
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〔3｝ 国際経済環境 の 変化 と環 イ ン ド洋域内貿易 の 拡大

　 （90年代以降）

　前項 で み た よ うに，ア ジ ア ・ア フ リカ の 経済関係は

相対的 に依然そ の 規模 は 小 さい ．し か し，1990年代以

降，こ れ ら両地域経済を取 り囲む経済環境は 大きく変

化 しつ つ あ る．

　第
一に，東西冷戦 の 終結と全世界的な グ ロ ーバ リゼ

ーシ ョ ン の 潮流で あ る．東側 と西側 とい う政治的ブ ロ

ッ クが 消滅 し，ロ シ ア ， 旧東 欧諸国が市場経済化，民

主化 を 目指 し始めた こ とで，各国の 経済政策 ，特に自

由化政策や国際化 が基本的に は政治的障害 に よ っ て あ

ま り阻害されなくな っ た こ とが 上げられ る．こ の 結果 ，

それまで 寸断 されて い た 国際経済社会 の ネ ッ トワーク

が 「資源の 効率的分配」 とい っ た経済的事 由に 基 づ く

投資や貿易を通 じて 全世界的 に 張 り巡 らす こ との 可能

性は飛躍的に高ま っ た．

　第二 に ， 環イ ン ド洋域内に イ ン ドと南ア フ リカとい

う二 つ の エ マ
ージ ン グ ・マ

ー
ケ ッ トが 出現 した こ とで

あ る．イ ン ドの 経済自由化 は 1980年代 に す で に始 まっ

て い た が ，実際に そ れが加速 するの は，90年 の 深刻な

通 貨危機後 の 91年 以降の こ と で あ る．他方，南 ア フ リ

カ が 民主化 をとげ，国際社会に再連結 され た こ と も環

イ ン ド洋地域に とっ て は非常に大きな地域社会構造上

の 変化 で ある．周知 の とお り，イ ン ドは非常に大規模

な人 口 を有する国で あ り
，

ま た 南ア フ リカ も，南部 ア

フ リカ全体でみ た場合，か な り広大な国土 と数多くの

熟練労働そ して 生産技術 を持 つ 国 で あ る．こ れ ら 二 つ

の 地域大国 との 経済交流が本格化した こ との 意義 は，

計 り知れない ．結果 とし て，上述した グ n 一バ リゼ
ー

シ ョ ン の潮流も相 ま っ て，域内に お ける南ア フ リカ ，

イ ン ドとの 経済交流は急速に 拡大 し，それまで ほ とん

ど見 られなか っ た シ ン ガ ポー
ル やマ レ ー

シ ア とい っ た

東南 ア ジア 諸国 との 貿易，投資な どの 新たな経済交流

も活発化 して きて い る．

　図 2 は，表 1 に示 した環イ ン ド洋地域諸国か ら，仏

領 レ ユ ニ オ ン と英領地域を除 く36力国 の 環イ ン ド洋

域内貿易 （総輸出） とイ ン ドネシ ア ，タ イ ，マ レ
ー

シ

ア ， シ ン ガポール か らなる東南ア ジ ア 4 力 国 の 対 イ ン

ド洋地域の 貿易に つ い て みたもの で ある．1985年の環

イ ン ド洋域内貿易は そ の 総額で お よそ450億 ドル 程度

で あ っ たが，5年後 の 90年には700億 ドル を超え，95

年に は お よそ 1400億 ドル と わ ず か 10年 間 で 3倍 弱 ほ

どの 大きさまで拡大 して きて い る．特 にイ ン ド経済自

由化 の 再加速 と南ア フ リカ の 民主化の あ っ た 90年 か

隔…

　　　　　16e

140
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0

図 2 ．東南 ア ジア の 対イ ン ド洋貿易 （輸出） 額 の 推移
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匚＝＝ 1その 他の インド洋晒国の 貿易額

面 東南アジア 貿易額 （域 内貿易 含む）

＋ 東南アジア貿易額 （域 内買易を除く）

5

0

（資料）IMF−DOT各年版
＊ こ こ で言う環 イ ン ド洋諸国は表 1 に 準ずる 36 力 国
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環イ ン ド洋地 域経 済圏の 形成 とそ の 意 義 につ い てCl）

ら95年 の 間 に おけ る増加 の テ ン ポ は 著 し く約 2倍 に拡

大 した．当然 こ の 背景 に は ，東西冷戦 の 終結 と全世界

的なグ ロ
ーバ リゼー

シ ョ ン とい う国際環境の 変化も影

響 し て い た と考え られるが，80年代後半か ら90年代に

か け て 環イ ン ド洋域 内 貿易 が 着実 に 大 き くな っ て い る

こ とがわ か る．

　 し か しなが ら，1997年 に 起 こ っ た ア ジ ア 通貨危機 は．

こ の環イ ン ド洋域内貿易に も影響を及ぼ して い る．そ

れ まで の 10年 間を通 じて 着実に 拡大 して きた環イ ン

ド洋域内貿易は，こ の 通貨危機の 影響を受け て 98年に

お よ そ 1300億 ドル へ と減少 に 転 じた．図 2か らも明 ら

かなよ うに こ の こ とは環イ ン ド洋域内貿易 の 構造をそ

の まま反映 したもの で あ る．環イ ン ド洋域内貿易 の 構

成 は 他 の 域内各地域に抜 き出 て輸出 ・輸入両面にお い

て 東南ア ジア 地域の シ ェ ア が大きい ，こ れ は前述 した

よ うに東南 ア ジ ア の 域内貿易に よ る もの で あ る，結果，

通貨危機 の 影響 を受け て，東 南ア ジ ア 地域の 域内輸出

入 が激減 し た こ とが 98年の 環イ ン ド洋域内貿易停滞

の 最も大きい 要因 で ある．し か し，東南ア ジ ア貿易は

減 少 した も の の ，そ れ 以 外 の 地域 は ，同 時期 に そ の 貿

易額を伸ば して い る こ とも事実で ある．さらには東南

ア ジ ア貿易に お い て もそ の 域内貿易を除い た 対 環イ ン

ド洋地域 との 貿易はむ しろ通 貨危機後 も伸張 して きて

い る の で あ る （図 2 の 折れ線部分）．すなわち，基本的

には各地城経済内にお ける経 済変動や様 々 な要因によ

っ て 上下動を伴い なが らも，環イ ン ド洋 の 各地域間貿

易 の 伸長 は一
つ の トレ ン ドと して 定着 しつ つ ある と も

言 える．

　着実 に 高ま りっ っ あ る 環イ ン ド洋地域経済圏 ， ある

い は経済交流の 高ま り は，自ずとそ れ ま で に は なか っ

た地域大で の 経済 フ レーム ワーク の 形成やそ の 意義を

示唆する．すなわち，ア ジ ア，ア フ リカ 両地域経済に

ま た が る 地 域間 フ レ
ー

ム ワ
ー

ク と し て の 環 イ ン ド洋経

済圏の 形成 とそ の フ ォ
ー

マ ル な受け皿 として の 地域経

済組織の 創設 で ある，

2 ．地域経済 フ レ
ー厶 ワ

ー
クとして の IOR−・ARC の 設立

　とその 意義

〔1） 環イ ン ド洋地域協力連合 （IOR−ARC ）創設 の 経緯

　前述した よ うに 1990年代 に 入 り，環イ ン ド洋域内で

の 貿易ならびに経 済交流 の 拡大が本格化 して い くにつ

れ て，ア ジ ア，ア フ リカ 地域 間 に こ れ ま で 不 在 で あ っ

た 地域経済 フ レ
ーム ワ

ーク，あるい は経済協力機構 を

創 設 し よ う とい う動 きが 域内諸 国間 に 生ま れ は じめ た ．

こ れ ま で先進地域経済に 過度に依存 して きた域内各途

上国 の ある種熱望に も似 た こ の 環イ ン ド洋経済圏構想

は ，結果的に は 1997年の 「環イ ン ド洋地域協力連合」

（IOR −ARC ）創設へと結実す るが ，同構想の そ もそも

の 発 端 は 1993年 に イ ン ドを 訪問 し た南 ア フ リ カ の 当

時 の 外相 P．ボー
タが イ ン ド側 に 「環イ ン ド洋 自由貿易

圏構想 」 と して 提 示 した こ とに 始 ま る と され て い る
7）

，

　表 2 は P．ボー
タが同構想を提示 してか ら IOR−ARC

設 立 を経て 現在に い た るま で の 主要な経過に つ い て ま

とめ たもの だが．当初よ り この構想に 強い 関心を示 し，

ま た 推進 し て きた の は 他な らぬ モ
ー

リシ ャ ス で あ る．

イ ン ドも 1980年代に着手 し た経済 自由化 を通貨危機

によっ て
一

旦は中断 を余儀 なくされたもの の 再度 これ

を推進 し ようと して い た 矢先 で あ っ た こ ともあ り，こ

の 構想に積極的 で あ っ た．そ の 後，南ア フ リカ がそ の

交渉過程 で 自国産業保護の 必要性 か らやや消極的 に な

り，さらに は イ ン ドもパ キ ス タ ン の加盟問題絡みで 現

在 で は か つ て ほ どの 積極性 を失 い 始め て い る，実際に

そ の 交渉過程 に お い て，こ の 構想の 実現 に最も努力 し

た の は モ ーリ シ ャ ス で あっ た．島嶼国家 で あ る モ ーリ

シ ャ ス は文字通 り小国 で はあるが （表 1 参照），貿易依

存度 の きわ め て 高い 国 で あ り，ア パ レ ル 産業 の 輸出加

工 に よ っ て一時は完全雇用 を達成 した こ ともある貿易

立国で ある．こ の モ
ー

リシ ャ ス に とっ て 環イ ン ド洋自

由貿易圏 の 利益 が多大な もの となる こ とは間違い なか

っ た．

　 1994年 に な るとこ れ ら上 述 の 3力 国 に オー
ス トラリ

ア が加わ る ．オ
ー

ス トラ リア の 外相 （当時）ガイス ・

エ バ ン ス は 自国 の 経済的な利害をア ジア 太平洋同様イ

ン ド洋地域に も見出す 「環イ ン ド洋経済戦略構想」 を

発表 し，マ レーシ ア の マ ハ テ ィ
ール 首相 の 提唱す る 「ル

ッ ク
・
イ
ー

ス ト」政策になぞ らえ，「ル ッ ク ・ウェ ス ト」

と称 した ，た だ こ の 時点 で 環 イ ン ド洋経済圏を め ぐる

構想は ， まだ構想 の 域 を出ず，具体的な交渉 が 行われ

て い た わ け で は なか っ た ，そ れ で もモ ーリシ ャ ス の 働

き か け に 応ず る形 で ， 1995年 4月 ， イ ン ド洋地域7力

国 （南ア フ リカ，イ ン ド，モ
ー

リシ ャ ス ，オ ー
ス トラ

リア，ケ ニ ア ， シ ン ガポール ，オ マ ・一ン ）が モ ーリシ

ャ ス の 首都 ポ ー
トル イ ス に集 ま り，環イ ン ド洋経済圏

構想実現 の た め の 最初の 協議が もた れ た ．貿易，投資，

イ ン フ ラ，観光，科学技術，人的資源な ど多方面 にお

け る域 内協力 に つ い て 話 し合 わ れ た こ の 時 の 協議 は後

に 「フ ァ
ー

ス ト・トラ ッ ク 亅 と呼ばれ，現在 の IOR−ARC

に とっ て 最 も 重要 な会議 と位置 付 け られ て
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表 2 、環 イ ン ド洋地 域協力連合 （10R−−ARC）成立ま で の 主要過程

年 　月 事　　　　　　　　　 項 参加 国 な ど

1993年 ・P ．ボ
ー

タ　ア 外 相 イ ン ド訪 問．この 時 は じめ て 「環イ ン ド洋自由貿易 南ア フ リカ、イ ン ド、モ ーリシ ャ ス

権構 想」 が提 唱 され る．経済 自由化に 向か い 始 め て い たイ ン ドが 積極的 に

同想に 応 じ，その 後，モ ーリシ ャ ス が強 い 関心 を示 す．

1994 年
・オース トラ リア外 相，G ，エ バ ン ス 「ル ッ ク ・ウェ ス ト」 と題 す る環 イ オース トラ リア

ン ド洋経 済戦 略構想 を発表，

1995年4月 ・イ ン ド洋地 域の 7 力 国 が，モ
ーリシ杁 の 首都 ，ポートル イ ス に 集 ま り，貿易，オ

ース トラ リア，イン ド，ケ ニ ア ，
投資，イン フ ラ，観光，科学，技術，人 的資源 開発 の 分野 で の 協力 に 合意．シ ン ガポール ，オ マ

ーン ，南ア フ リ

マ レ ー
シ ア，イ ン ドネ シ ア 、マ ダガ ス カル 、モ ザン ビ

ー
ク、ス リラ ン カ、タ ン カ，モ ーリシ ャ ス

ザ ニ ア、イ エ メ ン 7 ヶ 国 に 加盟 国 を拡大．

1995年6月 ・オース トラ リア の パ ース にお い て 23 力 国 の 実務者会議 が 開 かれ る． 原 加 盟国7力 国，バ ン グ ラ デ シ ュ ，
自由貿易圏 構想に 向け，経済界 （10RCBN ），学界（10RN ）の 双方に 専門部 イ ン ドネ シ ア，マ レ ーシ ア ，モ ル ジ

会 を設 ける こ と，第
一段 階 と して ， 観 光 を通 じた 地域鴇力と相互 理解 を拡 ブ，ス リラン カ ，タ イ ，バ ーレ

ー
ン ，

大する こ とな どが合 意．（環 イ ン ド洋経済 フ ォ
ーラム ） イ ラン ，ク ウ ェ

ー
ト，サ ウジア ラ ビ

・そ の 後，各 専 門部会の 非政府間協議及 び政府間実務者 レ ベ ル で の 協議 が ア ，UAE ，イ エ メ ン，マ ダ ガ ス カ

続 け られ る． ル ，モ ザン ビ
ー

ク，セ イ シ ェ ル ，パ

キ ス タ ン

1996年 9月 ・モ
ー

リシ ャ ス で 第 2 回 政府間協議 で ，協 力分野 の 選 定，「環 イ ン ド洋憲 章

（The 　Charter）」 起 草に 向け て の 「基本 原則 j 等 の 合意が 行なわれ る，

1997年3月 ・モ ーリシ ャ ス で 開か れ た 14力 国代表に よ る 会議 で，「環 イ ン ド洋 地域協力

連 合 〔IOR −ARC ）」 が 正 式 に 発 足 ，　 APEC 型 の 地域協 力組 織 を 目指 す と同 時

に 関税引き下 げな どの 自由化を通 じて，域 内 貿易 の 拡大 を宣言．（第
一

回 地

域閣僚会議）

1999年 3月
・モ ザン ビ

ー
ク の マ プ トに て 「第二 回 閣僚 会議 」 で新加盟 国 と して，バ ン

グラデシ ュ ，イ ラ ン ，セ イ シ ェ ル ，タイ，UAE が 承認 され，目本，エ ジ プ

トも dialQgue　partner と して 参加 が 認 め られ る．但 し，パ キ ス タ ン の加 盟

申請は ，認め られ なか っ た．

＝IOR − ARC （環 イ ン ド洋地域協力 連合 ）加 盟 国＝

（加 盟国 ）・オース トラ リア 、イ ン ド、ケニ ア、モ ーリシ ャ ス 、オマ
ーン 、シ ン ガポー

ル 、南ア フ リカ

　　　　 ・イ ン ドネシ ア、マ ダガ ス カル 、マ レ ーシ ア、モ ザ ン ビ
ー

ク、ス リラ ン カ、タン ザニ ア 、イエ メ ン

　　　　 ・バ ン グラデシ ュ ，イ ラ ン ，セ イ シ ェ ル
， タイ，UAE （以 上 19ヶ 国）

（加 盟 申請 中）パ キス タン 、（仏領 レ ユ ニ オ ン ）

い る．こ こ で ボータやエ バ ン ス の提案が は じめ て 具体

的に議論され，そ の 後 こ れ に 賛同 し た マ レ ー
シ ア ，イ

ン ドネシ ア ，マ ダガ ス カ ル ，モ ザ ン ビーク，ス リラ ン

カ ，タ ン ザ ニ ア ，イ エ メ ン が 参加 を表明 し，初期

10R−ARCI4 力国が こ こ に誕生する．

　王OR −ARC の
一

つ の 特徴は ，あ くまで 地域経 済協議

体を 目指 して い る とい うこ とで ある．そ の た め WTO

や他 の 自由貿易協定の ような条約に 基づ く拘束性 や強

制力を伴 う自由化措置を絶対行わ ない こ とが 加盟国間

で まず確認 され た。ま た 協議内容を経済問題 に 限 らず，

科学技術などの 分野 に ま で 広げ る こ とで ，交渉 の 主体

を政府間協議だけで なく，経済界 （環イ ン ド洋 ビ ジネ

ス ・
フ ォ

ー
ラ ム ；IORBF ＞，学術界 （環イ ン ド洋 学術

グル
ー

プ ；10RAG ）に よる常設 の 協議諮問機関を設け ，

政策立案に 参 画 させ るこ と で こ れ ら三 つ をそ の 組織的

な支柱に して い こ うとい う基本的な方向性 も合意され

た
6｝

．

　1996年に 二 回 目 の 政府間協議 （セ カ ン ド
・
トラ ッ ク）

が 前 回 同様 モ
ー

リシ ャ ス で 開催され，関税引き下げや

自由化に よる域内貿易の 拡大 と包括的な地域協力 を 主

眼 とす る環イ ン ド洋憲章 の 起草に向けて の 基本原則が

合意 され る．そ して 翌97年 3 月 ，上述 し た 14力国を加

盟国 と して 10R −ARC が正式に発足 した の で あ る。そ

の 後 ， メ ン バ ー
シ ッ プ 問題 や 自由化 の タ イ ム ス ケ ジ ュ

ー
ル 等多くの 課題を抱えながらも，1999年 に は，新加

盟国 と して バ ン グラデシ ュ ，イ ラ ン ，セ イ シ ェ ル ，タ

イ，ア ラブ首長国連邦 （UAE ） の 5力国 を加 え，現在

の 全 19力 国体制 となっ た．

  　IOR −ARC 設立 の 意義

　 「フ ァ
ー

ス ト
・トラ ッ ク 亅 の モ

ー
リシ ャ ス 会議 で は

「我 々 は APEC と同じよ うな海洋型 の ，開 か れた地域

主義を目指す」と宣言 され た．実際 10R −ARC は APEC

の ア ジア 太平洋 に 対 して ，イ ン ド洋 に 今ひ と つ の 海洋
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環イ ン ド洋地域経済圏の 形成 とそ の 意義 につ い て（1）

表3 ．環 イ ン ド洋地域経済 圏の 規模

主 な地 域経済圏 加盟国数 人 口 （世界比 ） GNP （世界比％ ）
一
人当たりGNP 域内輸出隧輸出額 地域総輸出泄 界陷出

環イ ン ド洋地 域協 力連合 （10R−ARC ） 1413 億7971 万 人（23．6％） 1兆3404億  （4，6％） 972   1L7 ％ 7．3％

拡大 ［OR−ARC 1916 億2567 万 人（27．脇 ｝ 1兆727G億  （5．9％ ｝ 1，D62   15．4％ 9，1％

ア ジア 太平 洋経済 協力 会議 （APEC ） 2124 億8729万人（42、5％ ） 15 兆8724 億   〔572 ％） 6．784   32．4％ 44．4％

ASEAN 自由貿易圏（AFTA ） 104 億9837 万 人 （8．5％） 7100億   （2．4％｝ 1，425   20，0％ 5．9％

北米 自由貿易協定（NAFTA ） 33 億9459万 人 （6．B％） 9兆 1390億   （31．0％） 23，161  45．6％ 17．7％

欧州連合（EU ） 153 億7326万 人 （6．4％18 兆 1000億   （27．5％） 21．701   57．4鶉 35．8％

注 ： 1997 年に 関 する も の だ が，一部そ れ 以 前の もの も含 む．輸 出関 連 数 値 は，す べ て 1994年．

（資 料 ） 国連 「貿易 統 計 年 鑑 」，経 済企 画 庁 「月刊 海外経済データ」，国連 「デ モ グ ラ フ ィ ッ ク ・イ ヤ
ーブ ッ ク 」 等

型 の 地域経済圏を創設 し よ うとい う試 み で も あ る．前

節で検討して きた よ うに，同地域に おい て 高ま りっ っ

あ る域 内経済交流 の た め の フ レ
ー

ム ワ
ー

ク が創設 され

た意義は大きい ．本稿 冒頭 より述 べ てい るよ うな90年

代にお ける全世界的なグ ロ
ーバ リゼ

ー
シ ョ ン の 潮流の

中で，それ ま で 地域経済組織をもち得な か っ た 環イ ン

ド洋諸国 が 貿易，経済協力 の ため の 地域機構を途上国

が主体 と なっ て 立 ち 上 げた こ と は，イ ン ド洋 に 属す る

個 々 の 地域あ る い は政府それぞれ の 思惑
9）
を越えて ，

こ れ まで の 南北問題 とそ の 構造に
一

石 を投じ ると同時

に 新 世紀 の 国際経済秩序 と今後 に お い て多大な意味 を

持 っ て い る と言わざる を得ない ．それは近代 ヨ
ー

ロ ッ

パ 世界 の 成立 とともに，国際経済社会の ネ ッ トワーク

上 の ブ ラ ン ク とな っ て い たイ ン ド洋経済圏再生 の 狼煙

で もあ る．

　表 3 は，地域経済圏 として の 現在の IOR−ARC （19

力 国） の 規模を他 の 代表的な地域経済組織，貿易圏 と

比較 したもの で ある．1997年の デ
ー

タ で 見た場合，

工OR −ARC の 人 口 は ，約 16億 3000 万人 で あ り，こ れは

中国含む APEC （対世界人 口比 42．5％）とは 比 べ よ う

も な い が，世界人 口 の 4分 の 1以 上 （27．8％）とい うそ

れ以外 の 地域経済組織に 比 べ れ ば極め て 大きな人 口 規

模で あ る こ とが わ か る，こ れ は APEC 同様，構成国数

が多い こ と ， イ ン ドとい う人 口大国を含ん で い る こ と

が そ の 最大 の 要因で ある．

　 しか しな が ら，全構成国を合 わ せ て も 1兆7000 億 ド

ル とい う GNP の 規模は，世界 の 約 6％程度 を占め るに

過 ぎな い ．こ れは APEC が米国や 日本，カナダな どの

GNP 大 国 を 構成国 と し て 持 っ が ゆ え に 地域組織 とし

て きわめて 大きな GNP 規模 （世界比57，2％） を誇る

の とは まさに対照的 に ，10R − ARC は オー
ス トラ リア

を除 くす べ て の 構成国 が 開発途上国 で あ る結果 で もあ

る，こ れ らの こ とか ら
一

人当た り の GNP も1．062 ドル

と ラ オ ス ，ベ トナ ム ，カ ン ボ ジ ア な どイ ン ドシ ナ 3力

国を含む AFTA よ りもそ の水準は低い
lo），

　 地域経済圏 と して 域 内貿易 の 規模 と世界貿易 に おけ

る ス テータ ス に つ い て み る と，EU （域内輸出57．4％）

や NAFTA （北米 自由貿易協定 ；同45 ．6％）が 地 域経

済圏と して 実態を伴うもの に 比 べ ，IOR−ARC に 関 し

て は，域内輸出 15．4％ と APEC （同32．4％）の お よそ

半分で あ る ．ま た 世界貿易に 占め る割合として は，

IOR−ARC の 世界総輸出 に占める割合は9。1％で ，これ

は AFTA （対世界輸出比 5．9％）を上回 るもの の
，APEC

（同44．4％） に 比べ る と GNP 同様かな り小 さな シ ェ

ア し か 占め て い な い ．

　新たに創設され たばか りの 地域経済組織 に つ い て，

こ うした創設以前 の デ
ー

タをもっ て
， そ の 将来 に わた

る存在意義を論ずる べ きで は 当然ない ，ただ こ うした

経済指標上 に も反映 され て い る本質的な問題 とし て，

IOR −ARC が そ の 設立 に 際し て，前例と した APEC が

米 国や 日 本 を は じ め とす る複数 の 先進 国を実質 上の

「リージ ョ ナ ル ・ホ ス ト亅 と して有し て い る の に 対 し
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て ，
IOR −ARC は そ の 構成国 上 ，あ く ま で 途上国間 の

対等なパ ー
トナーシ ッ プ の 上 に 地域協力や連帯を図っ

て い か な け れ ばな らない とい う点が あげられ る．そ の

意味 で ，
こ うした 「リ

ージ ョ ナ ル ・ホ ス ト」 を 欠 く IOR

− ARC が直面す るで あろ う問題は決 して 少なくな い

とい える．以下そ うし た今後の 同地域経済組織の 直面

す る で あろう問題 につ い て やや長期的な視点 に 立 っ て

述べ る．

（3｝ IOR−ARC の 課題

　現在 の IOR−−ARC が直面す る問題 を以下 二 つ 指摘し

て お く．一
つ は地域主義とグ ロ

ーバ リズ ム の 問題，二

つ 目 は メ ン バ ーシ ッ プ と地 域安全 保障 の 問題 で あ

る
ln，前項 で 見たよ うに，現時点 で の 10R−ARC の 世

界経済 に おけるス テータ ス は 決 して 大きい もの と は い

えない ．しか し，こ の 新たに創設された地域経済組織

が現在そ して今後 直面する で あろ う問題は ， 現在の グ

ロ
ーバ リズ ム とリ

ージ ョ ナ リズ ム の 共存とい う世界的

な脈絡 にお い て，きわ め て 示 唆 に 富む い くっ か の 点を

含ん で い る，第
一

には．地域経済圏 の創設 に伴 う他の

地域経済組織 と の 競合と い う問題 で あ る．先述 した よ

うに，IOR−ARC の 創設に際 して は ，　 APEC 型 の 「開

か れ た 地域主義」 を 目指す こ とが謳 われてい る が，国

際経済論 に おける経 済統合 の メ リ ッ ト
12）

が 教 え る よ

うに，地域経済組織が域内経済 に直接的な メ リッ トを

もたらす根源 は ， 域内経済取引と域外経済取 引とを差

別化する，い わばそ の 「排他性 」 に あ る か らで あ る．

当然，第二 次世界大戦直前 に お け る 列強に よ る世界経

済分割 と して の ブ ロ ッ ク経済化に も同様の 原理 が 当て

は ま り，今 日 に い た る まで 地域経 済統合が 自由貿易に

逆行する 元凶と して 過度に警戒されて きた 理 由も こ の

点 に あ る．

　そ の意味で域内固有の 関税引き下げ交渉を あ え て せ

ず，単に最恵国待遇 （MFN ）を構成国に 対 して早期 に

実施する こ と を定め た
13）

に過ぎな い IOR −ARC の 域内

自由貿易化の 手法は，域外 に 対 し て閉じて い な い とい

う意味 で の 「開か れ た 地域主義」 を実践す るもの で は

ある が，地域経済組織 を形成 した こ と の メ リ ッ トを実

感で きるほ どの 直接的なメ リ ッ トを域内各 国 に 与 え る

ほ ど徹底し たや り方 で もない ．一
方 で 自由貿易を主眼

と したグ ロ
ーバ リゼー

シ ョ ン の 恩恵を地域 大 で享受 し

なが ら，
一

定の 地域的な枠組み で もっ て域内の 経済交

流を活性化 し よ うとすれば，自ずと その 手法は限 られ

て こ ざるを得ない ．

　例 えば ， APEC が なぜ地域経済組織 として グロ
ーバ

リゼ ー
シ ョ ン とい う枠組み の 中 で 共存 し うる か に つ い

て 考えた場合，そ こ には 「地域経済圏 （組織） の 複層
　　　　　 N　　　へ　　　h　　　へ　　　ら　　　へ　　　x　　　x　　　あ
化 」 に よ る開 か れ ざる を得 ない が 故 の 「開 か れ た地域

主義」 とい う現象が 見 え て くる．すなわち ， 図 3 に示

した よ うに，
一

つ の 国が複数の 地域経済組織に属し，

協定 を結ん で い る
14）

こ とに よ っ て ， 仮に APEC が 排他

的な域内自由化手段あ るい は対域外政策をとろ うとし

図 3 ．ア ジア をめ ぐる 「地域経済圏複層化 」 の概念
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環イ ン ド洋 地域経済圏 の 形成 とその 意義に つ い て ［1）

て も，地 域経済ネ ッ トワ
ー

ク と自由化 の 連鎖を通 じて

実際 上 意味をな さな くな る と い え る，同 じ こ と は ，

APEC 域内各地域経済組織 の 側 か らもい え る．当然，

排他性 を行使 で きな い 以 上 ，地域経済圏独 自の 協定 を

締結す る こ との メ リッ トは，そ の 多 くが失わ れ る こ と

は 確 か で あ る が ，IOR−ARC が 先 に 述 べ たよ うな，地

域経済組織 と して
一

見緩慢 な実効性 しか持た ない と し

て も ， それ を ネ ガ テ ィ ブ に受 け 取 る べ き で は な い 理 由

は こ こ に あ る．

　 しか しな が ら，こ うし た 「地域経済圏の 複層化」 は

それ とは逆の 意味で の弊害を発揮す る 局面もあ る．例

え ば，イ ン ドとパ キ ス タ ン が加盟 して い る SAARC （南

ア ジア 地域協力連合） で は，カ シ ミール 問題が深刻化

する に つ れ て ，流会や延期が相次 い で い る，こ の 最大

の要因は 同連合 を単純 に経済協力機構 と し て位置付け

た い イ ン ドに 対 し，パ キ ス タン やそ の 他 の 加盟国は安

全保障を含め た協議 を期待 し て い るた め で あ る。パ キ

ス タ ン が 10R −ARC へ 加盟する と こ うした地域安全保

障の 問題 が 持ち込 まれ る 可能性 が 高 く ， 経済問題 が 棚

上げにされ る こ と を恐れ るイ ン ドは きわめ新加盟国 の

顔 ぶ れ に つ い て セ ン ス ィ テ ィ ブ に な っ て い る，結果，

イ ン ドは近隣経済協力機構 とし て SAARC に代わ り，

ミ ャ ン マ
ー
，タ イ ，バ ン グ ラ デ シ ュ ，ス リラ ン カ の 5

力 国 で 構成す る新た な経済協力機構 を作ろ うと し て い

る
15・〉．

　 こ の ように 「地域経済圏の 複層化 」は ，そ の
一

方 で，

地域主義の 様相をよ り開放的な もの に変容 させ る要因

とな っ た が，他方 で は それぞ れ の 地 域的問 題 を 常 に 他

の 地域組織に もリ ン ク させ て し ま うとい う副作用を持

っ て い る．現実 に イ ン ドに 限らず，環 イ ン ド洋 諸国 に

は数 多くの 地域安全保障問題が存在 して い る．イ ス ラ

エ ル 対 ア ラ ブ諸国対 立 に み られ る 地域紛争や ソ マ リア

をは じめとす るア フ リカ 諸国の 内戦，イ ン ドネシ ア や

ス リラ ン カ の 政情 不 安な ど顕在化 ，潜在化す る 同地域

内紛争 は枚挙 に 暇 が ない ．こ れ らの 問題 に 対 し、て ，

10R−ARC が ど の よ うな ス タ ン ス で 望むか に今後 の 同

地域協力機構の成否の
一

端がかか っ て い るとい える，

現時点 で は，ASEAN 地域 フ ォ
ーラ ム （ARF ）が経済

問題 と地域安全保障を切 り離 して 取 り扱 っ て い る よ う

に 10R−ARC で も域内安全保障に 関する 問題 を他 の 分

野 の 交渉 と 切 り離 して い く方向 へ と進 み つ つ ある．

　地域経済機構 として 創設 され て い なが ら，そ の成否

の
一

端 が こ う した 非経済的 な 要 因 に リン ク して い る点

に，IOR−ARC の ある意味 で 特異な点が あ る．ただ ，

経済問題 に も課題がな い わけ で は な い ．そ れ は WTO

な ど の 交渉 を 通 じた MFN を前倒 し して 域内加盟 国に

享受 させ た次 の 段階における 自由化交渉の あ り方 で あ

る．自由化 で き る も の を 自由化 して い っ た先に は ，お

そ ら く互 い の 国内産業構造上競合する産業に つ い て の

譲歩 が 迫 られ る で あろ う．すなわち，自由化する こ と

に よ っ て 自国の国内産業が著 しく打撃 を被る よ うなケ

ー
ス に どう対応 して い くか とい う問題 で ある．

　例えば，南ア フ リカ は，現時点 に おける自国経 済の

停滞 とさらには 自国 の 産業構造か ら，イ ン ドをは じめ

とす る南ア ジア な ど域内低賃金 国との 貿易に 対す るあ

る種 の 脅威 か ら，今以 上 の 自由貿易化交渉に つ い て は

か な り消極的で あ る。こ う した 事情は，域内先発 国 と

して の東南ア ジア諸国につ い て も多かれ少な か れあて

は ま る．こ うした域内大 で の 多国間産業調整 を い か に

推進 して い くか が，今後の 同地域経済圏 の さらな る拡

大 とそ の フ レーム ワ
ー

ク と し て の IOR −ARC が必 ずや

直面す る問題 で ある とい え る．

　むすび

　以上，環イ ン ド洋経 済地域 につ い て ，主として90年

代以降 の グ ロ
ーバ リズ ム と域内経済交流の 拡大 とい う

視点 で そ の 形成 に っ い て 論 じて きた ，そ の うえ で，

10R−ARC と い う地 域協力 機 構 の 今後 の 最大 の 課題に

つ い て言えば，やは りその 経済交渉以上に域内の 政治

的安定の 確保を い か に す る か とい うこ とに な る．その

た め に は ，我が国をは じめ とす る先進地域 の 理解 と協

力が不可 欠で ある．し か し こ の 問題 は，そ う単純 では

ない ．例 え ば，環イ ン ド洋に 属す る レ ユ ニ オ ン は フ ラ

ン ス 領 で あ る か ら，原則 か らすれ ば フ ラ ン ス も

IOR−ARC に参加す る権利があ る こ とに な る．し か し，

実際に は フ ラ ン ス の 加盟 申請 は拒否 され て お り，今後

とも認 められ る可能性 は低 い ．ASEAN に お け る米国

や 日本 の よ うなオブザ
ーバ ー

として の 資格 もフ ラン ス

は 基本的 に は認 め られ て い ない
16）

の で あ る，

　歴史的な背景があ る に せ よ，こ うした域内に直接利

害関係を持つ 先進地域を排除すれ ばす る ほ ど，域 内政

情安定化や産業調整の 実質的な調整者をどの 国が買っ

て 出 る の か が 問題 とな る．前述 した ように モ
ー

リシ ャ

ス は小国で あるが ゆえに，全面的な自由化に よっ てそ

れ ほ ど犠 牲 を 払 う とは 思 わ れ ない ．しか し な が ら，南

ア フ リカ，イ ン ドの よ うな相 当な範囲 の 産業規模をも

つ 諸国 に とっ て，モ ーリシ ャ ス 同様 の 自由化 は，到底

受けい れ らるもの で はな い ．こ う した 各国 の 利害調整
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レ

を如何 に し て い く の か が 今後 ，同 地 域，ひ い て は

IOR−ARC に と っ て 重要な問題 とな っ て くる で あ ろ う．

　環イ ン ド洋 とい う隣接 し た 地域で あ りなが ら，少な

く と も我が 国の 東南ア ジ ア 経済研 究 に お い て は 未 だ同

地域経済 に っ い て の 本格的な研究は皆無 で あ る
17）．海

外 に お い て も，文 化人類学 ， あるい は歴史的 な 研究 を

除けば，1997年 に 正式に設 立され た 10R− ARC （環イ

ン ド洋地域協 力連合） に よ っ て 同地域 の 文化，社会学

的研究が本格化 し始めたばか りで ある，1997年の 通貨

危機 に よっ て か つ て ほ ど の 勢い を失っ た とは い え，東

南ア ジ ア 地域が今後とも我が国を含めた国際経済社会

に お い て 重要な位 置づ け に あ る こ と は ，異論 の な い と

こ ろ で あろ う，た だ今回 の 通貨危機を含め ， よ り厳 し

さを増す国際経済環境か ら して ，今後 とも同地域経済

が単に こ れま で と同 じ よ うな先進諸国 に と っ て の 生産

基地 と して だけ の 役割 に 甘ん じる とは到底考えられな

い ．こ の こ とは東南ア ジ ア 以上 に 西 ヨ ーロ ッ パ へ の 依

存度の 強 い ア フ リカ 地域経済お い て も同様 で あろ う．

東南 ア ジ ア 地域各国 が 外資導入や 自由化 に よ っ て こ れ

ま で醸成して きた生産力や技術を背景に，南南協力や

貿易を拡大す る 可能性や意義 は十分 に あ り，そ の
一

端

と して 環 イ ン ド洋地域との 相互交流 の 高ま りやそ の 意

義 を 考える 必 要性 も決 し て 少 なくない ，そ の 意味 で ，

本研究課題 は 国際分業論的視点 に 立 っ たよ り広 い 意味

で の 東南ア ジ ア 経済発展 （開発）論 と位置づ け る こ と

が で きるか も しれ ない ．ただ紙幅 の 関係 で ，こ う した

イ ン ド洋域内 における経済圏形成の 可能性に つ い て の

より詳細な実証分析に つ い て は ， 別稿に 譲 らざる を得

な い ．

付記 ：本稿は平成 13年度科学研究費補助金 の 基盤研究

　　 （c 〕  に よる助成 金 の も と で の 研 究成果 で あ る．
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注

1 ）海洋 に は 面 して は い ない が，実際 には，こ れ に レ

　ソ ト，ス ワ ジ ラ ン ド，ボ ツ ワナ な ど 「南部ア フ リカ

　関税 同 盟諸国 」 （SACU ） を加 え41 ヶ 国 と考え る場

　合もあ る．

2 ）太平洋 の 海域面積は お よそ 1億6，520万 面，大西洋

　は 8，240万 k  ，

3 ） こ の 「海 の 道」 を 「海 の シ ル ク ロ
ード」 と表現す

　 る場合が あるが，必 ず しも正確で は な い ．シ ル ク ロ

　ー
ドがオ ア シ ス の 道と称 され，実際に そ の 主な交易

　品が絹 で あ っ た の に 対 し，イ ン ド洋交易の 中心 はあ

　 くまで 香辛料 で あ り，後に中国製 の 陶磁器や金銀製

　品な どが 加 わ っ た か らで あ る．そ の 意味で こ の 海 洋

　交易は 「香辛料の 道 」 と言われ る．ちなみ に ス テ ッ

　 プ ロ
ー

ドが 草原 の 道 と称 され ，そ の 主 な交易品 は 毛

　皮で あ っ た．実際陸路とは違い
， こ うした陶磁器や

　金銀 な どを
一

度 に 大量 に輸送する こ とが で き る海

　路は，こ うし た物産 の交易に 適 し て い た とい える．

　 イ ン ド洋 交易 の 歴 史的 素描 に 関 し て は 参 考 文献

　〔1｝  （3｝を参照．
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環イン ド洋地域経済圏の 形 成 とそ の 意義に つ い て （1｝

4 ）夏に南向 き 冬 に 北向きに な る季節風を利用 した こ

の 交易 の 主な担 い 手 は ア ラブ ・ペ ル シ ャ 人 で あ り，

現 在 ア フ リカ 文 化 の
一

つ で あ る ス ワ ヒ リ文化 （人）

　は ，
こ の ア ラブ ・ペ ル シ ャ 人 とバ ン ドゥ

ー
系 の 現地

人が文化的，人種的 に 混合 して で きた もの で ある と

考えられ て い る．

5 ）海洋地域と して の ア ジ ア，イ ン ド洋地域 の 発展 と

　交易に つ い て は ， 参考文献     を参照．

6 ）以後本稿で は特に断 らない 場合，イ ン ド洋地域諸

　国 とい っ た 場合に これ ら36力国 ・2 地域を さす事 に

す る，

7 ＞参考文献   pp．289

8 ＞た だ し，こ れ ら三つ の 協議体 の 活動内容 につ い て

　そ の 具体的 な取 り決 め が な され た の は 1996年 9月 の

第二 回政府間協議 （セ カ ン ド・トラ ッ ク） にお い て

　で あ る．詳 し くは オ
ー

ス トラリア Curtin大学ホーム

　ペ ージ内 （URL ；http：〃www ．curtin ．edu ．au ．）Indian

Ocean 　Center の lndian　Ocean 　News 及び lndian

　Ocean　Reviewを参照．

9 ）同 地域経済圏 の 域内各地域，諸国に とっ て の 利害

　に つ い て は参考文献働及び拙稿 「南ア フ リカ 民主化

　後 の 対 ア ジ ア経済 関係 の 変容
一

対 マ レ
ー

シ ア 経済

　関係 の 緊密化 と環 イ ン ド洋経済圏 亅 形成 の 意 義を中

　心 に一
」 平野克己編 『南 ア フ リカの 衝撃

一ポ ス ト
・

　マ ン デラ期 の 政治経済一』ア ジア経済研究所 ，総合

　研究部1997 − No4 ，1998年 を参照．

10）拡大前の 10R −ARC の 規模は，人 口 13億 7921万

　人 （対世界 比 23．6％），域内 GNPI 兆3404億 ドル （同

　4．6％），一
人当たり GNP （972 ドル ）で あ っ た．人

　口 1億 を越えるバ ン グラデ シ ュ の 加盟 に よっ て 人 口

　は 増えたが，同時に GNP 規模 の 相 対的に 大 きな

　UAE を迎 えた こ とで
一

人 当た りの GNP 規模は若干

　上昇した ．

11）地域安全保障 の 問題に関 して は参考文献（8）｛9）を参

　照．

12）こ こ で は，フ ォ
ーマ ル な地域協定を必ず し も伴わ

　ない 地域経済圏 とい わゆる B．バ ラ ッ サ流の 自由貿

　易地域か ら完全経済統合 に い た る
一

連 の 地域経 済

　統合 を ほ ぼ同様 の 意味に 使 っ て い るが，本来は，明

　確 に 分 け るべ き で は あ る．

13）当然，そ の 実施時期 に っ い て 構成国が 拘束され る

　わけ で は な い ．

14）例えば マ レ ーシ ア に つ い て み れ ば，APEC
，

ASEM ，　 ASEAN ，　 IOR−ARC と4 っ の 地域経済圏，

　協定に属 して い るこ とになる．さらにマ レ ー
シ ア が

提唱 して い る EAEC （東 ア ジア 経済協議体）構想が

　将来的 に 実現す る こ とに なる と
，

ま た新 しい 経済圏

　が で き る こ とに な る．

15）5ヵ 国 の 国名 か ら BIMSTEC （ビル マ ，イ ン ド，

　ミャ ン マ
ー，ス リラ ン カ ，タ イ経済協力）と言われ

　 て い る．

16）ちなみに 2000年に開催 され た 閣僚会議 で は，日本

　とエ ジ プ トと と も に オ ブザ
ーバ ー

よ り
一

段 高 い ダ

　イ ア ロ グ ・パ ー
トナ

ー
として の 資格 を与えられ参加

　 して い る，

17）我が 国 に お ける環イ ン ド洋地域経済の 先駆的な経

　済分析 の
一

つ と し て 神 戸大学高橋基樹氏 の
一連の

　業績 （参考文酬 4）    ）が ある．経済分析を含め そ

　の 詳細 につ い て は，別稿に譲 らざるをえない が ，本

　稿 も含 め筆者 の 環イ ン ド洋研 究は 同 氏 の 卓越 した

　業績と厚情に 満ちた薫陶に 負 うと こ ろが大 で ある．

　こ の 場 を借 りて 謝意 を表す る．
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